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第１章 総則

（目的）

第１条 この規程は、日本消防検定協会業務方法書（以下「業務方法書」という ）第２。

４条の規定に基づき、日本消防検定協会（以下「協会」という ）が行う性能評価につ。

いて必要な事項を定める。

第２章 性能評価

（性能評価）

第２条 協会は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という ）第１７条の。

２第２項の規定により性能評価を受けようとする者（特殊消防用設備等を設置しようと

する防火対象物の関係者に限る。以下「性能評価申請者」という ）の申請に応じて、。

次の各号に掲げる評価を行うものとする。

(1) 性能評価

ア 消防用設備等が法第１７条第１項の政令若しくはこれに基づく命令又は同条第２

項の規定に基づく条例で定める技術上の基準による消防用設備等と同等又はそれ以

上の性能等を有するものと認められるかどうかについて、総合的に行う評価

イ 特殊消防用設備等に係る設備等設置維持計画について、次の事項に関する評価

(ｱ) 防火対象物の概要に関すること。

(ｲ) 消防用設備等の概要に関すること。

(ｳ) 特殊消防用設備等の性能に関すること。

(ｴ) 特殊消防用設備等の設置方法に関すること。

(ｵ) 特殊消防用設備等の試験の実施に関すること。

(ｶ) 特殊消防用設備等の点検の基準、点検の期間及び点検結果についての報告の

期間に関すること。

(ｷ) 特殊消防用設備等の維持管理に関すること。

(ｸ) 特殊消防用設備等の工事及び整備並びに点検に従事する者に関すること。

(ｹ) 前各号に掲げるもののほか、特殊消防用設備等の設置及び維持に関し必要な

事項に関すること。

ウ 特殊消防用設備等の性能を検証する試験（以下「性能検証試験」という ）結果。

の評価

(2) 性能評価変更

法第１７条の２の３第２項に規定する特殊消防用設備等又は設備等設置維持計画の

変更（総務省令で定める軽微な変更を除く ）に係る性能評価。

（事前相談）

第３条 性能評価申請者は、申請に先立ち、協会と特殊消防用設備等及び設備等設置維持

計画について事前に相談するものとする。
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（性能評価の申請）

（ 。 「 」第４条 性能評価申請者は、消防法施行規則 昭和３６年自治省令第６号 以下 規則

という ）別記様式第１号の８に定める特殊消防用設備等性能評価申請書（以下「申請。

書」という ）正副各１部に、設備等設置維持計画及び規則第３４条の２の２第２項各。

（虎ノ門事務号に定める書類並びに次条に規定する振込用紙の振込票を添えて、協会

に提出するものとする。所）

２ 申請書には、担当者の氏名、所属部署及び連絡先の電話番号が記載されたものを添

付するものとする。

３ 提出する書類は、次表に掲げるものとし、正副ごとに工業標準化法（昭和２４年法律

第１８５号）第１７条第１項に定める日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という ）Ｐ０１。

３８のＡ４の大きさのファイルに一括して編冊するものとする。

区分 提出数 概要

設備等設置維持計画 正副各１部 特殊消防用設備等の設置及び維持に関する計画に

ついて次の事項が記載されたもの

(1) 防火対象物の概要に関すること。

(2) 消防用設備等の概要に関すること。

(3) 特殊消防用設備等の性能に関すること。

(4) 特殊消防用設備等の設置方法に関すること。

(5) 特殊消防用設備等の試験の実施に関するこ

と。

(6) 特殊消防用設備等の点検の基準、点検の期間

及び点検の結果についての報告の期間に関する

こと。

(7) 特殊消防用設備等の維持管理に関すること。

(8) 特殊消防用設備等の工事及び整備並びに点検

に従事するものに関すること。

(9) 前(1)から(8)までに掲げるもののほか、特殊

消防用設備等の設置及び維持に関し必要な事項

に関すること。

設計図 正副各１部 防火対象物の概要、設置される消防設備の概要、

システム系統図、特殊消防用設備等の構成機器の仕

様等

明細書 正副各１部 特殊消防用設備等の性能及び構造に関する明細仕

様、諸元等を明らかにするものを含むもの
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性能の検証に関する 正１部 申請する防火安全性能を検証するもの

計算書

試験成績表 正１部 性能等に係る試験、実験データ等を記載したもの

その他 正１部 細則で定める書類

（性能評価の手数料の納付）

申請者は、業務方法書第１９条第１項の規定により定める日本消防検第５条 性能評価

定協会認可手数料表による手数料を原則として指定の振込用紙（別記様式第１号）に

より振り込むものとする。ただし、指定の振込用紙以外の振込用紙で銀行振込を行う

場合にあっては、振込人、振込銀行、振込支店、振込日、協会の被振込銀行、被振込

支店及び振込金額が明記された用紙を指定の振込用紙に換えることができる。

（性能検証試験）

第６条 協会は、第８条に規定する性能評価委員会により性能検証試験が必要であるとさ

れた場合、性能評価申請者に通知し、性能評価申請者の依頼（別記様式第２号）に基づ

き必要な試験を行うものとする。

２ 前項の性能検証試験は、手数料その他試験の実施に関し必要な事項について、性能評

価申請者と協会で契約を締結して行うものとする。

（性能評価の事前評価）

第７条 性能評価に係る特殊消防用設備等の製造、開発等を行う者又は性能評価申請者

（以下「事前評価依頼者」という ）は、あらかじめ次の事項について評価（以下「事。

前評価」という ）を受けることができるものとする。。

(1) 特殊消防用設備等の性能に関する事項

(2) 特殊消防用設備等の設置・維持方法に関する事項

(3) 特殊消防用設備等に係る試験に関する事項

第２条第１項２ 前項の事前評価は、受託評価業務規程（平成２５年２月２５日制定）

ものとする。第３号に規定する特定機器評価において実施する

３ 前項の特定機器評価で評価を受けた結果は、本性能評価に係る資料・データとして活

用することができるものとする。

（性能評価委員会）

、 （ 「 」第８条 協会は 性能評価を行うため特殊消防用設備等の性能評価委員会 以下 委員会

という ）を置くものとする。。

２ 協会は、第４条第１項に規定する申請書、設備等設置維持計画及び同条第３項の書類

が、所要の様式及びその他の要件を具備し、かつ審議することが適当であると認めると

きはこれを受理し、委員会に付託するものとする。
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３ 委員会は、前項により付託された事項について審議し、その結果を協会に報告するも

のとする。

４ 委員会の構成、運営等に関する必要な事項は、別に定めるものとする。

（評価結果の通知）

第９条 協会は、前条の評価結果を性能評価申請者に通知するものとする。

２ 協会は、評価結果に不具合事項がある場合は、その理由を付すものとする。

３ 協会は、不正な手段により性能評価を受けたことが判明した場合、第１項の評価結果

を取り消せるものとする。

（性能評価変更）

第１０条 性能評価変更は、第３条から前条までの規定に準じて行うものとする。この場

別記様式第１号の９に定める特殊消防用設備等性能評価変更合における申請は、規則

申請書により行うものとする。

第３章 製品の確認試験

（製品の確認試験）

第１１条 特殊消防用設備等の認定を受けた者（以下「認定取得者」という ）は、防火。

対象物に設置しようとする特殊消防用設備等の構成機器等が認定を受けた特殊消防用設

、 （ 「 」 。）備等の性能 構造と同一であるかどうか確認する試験 以下 製品の確認試験 という

を協会に依頼する場合、製品の確認試験依頼書（別記様式第３号）により行うものとす

る。

２ 製品の確認試験に係る手数料及びその他試験の実施に関し必要な事項については、認

定取得者と協会で契約を締結するものとする。

（適合の表示）

第１２条 協会は、製品の確認試験において、適合と判断された製品について附表に定め

る表示を、直接、製品本体に貼付するものとする。ただし、製品に貼付された銘板等が

容易に剥がれないもの、剥がれても再使用できないもの又はその他支障のないものと、

協会があらかじめ認めた場合、銘板等への表示の貼付ができるものとする。

２ 製品には、前項に規定する場合を除くほか、当該特殊消防用設備等の構成機器等に係

る製品に同項の表示又は同項の表示と紛らわしい表示を付してはならないものとする。

第４章 雑則

（性能評価の取下）

第１３条 性能評価申請者は、性能評価の申請を取り下げようとする場合、当該申請の取
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下届（別記様式第４号）正副各１部を協会に提出するものとする。

２ 協会は、前項の届出が提出された場合、調査を行い、性能評価に着手していない取下

届にあっては手数料を還付する旨、既に性能評価に着手している取下届にあっては手数

料を還付しない旨の通知を行う。

（氏名等の変更の届出）

第１４条 性能評価申請者が氏名（法人にあっては、名称又は代表者の氏名）又は住所を

変更した場合は、遅滞なく、氏名等変更届出書（別記様式第５号）１部に事実を証す

る書面を添えて協会に提出するものとする。ただし、規則第３８条若しくは第４４条

の２第３項、検定業務規程第２８条又は受託評価業務規程第４５条に規定する届出を

行った者を除く。

（手数料の過誤納）

第１５条 性能評価申請者は、過誤納した手数料の還付を受けようとする場合、過誤納金

還付届（別記様式第６号又は別記様式第７号）１部を協会に提出するものとする。

２ 協会は、性能評価申請者の過誤納を確認した場合、この旨を当該性能評価申請者に連

絡する

３ 前項の連絡を受けた性能評価申請者は、過誤納金還付届１部を協会に提出するものと

する。

（疑義の照会）

第１６条 性能評価申請者は、性能評価に係る申請手続き、試験結果その他について生じ

た問題、疑問等について、協会に説明を求め又は文書により照会することができる。

２ 性能評価申請者は、不具合事項が見出された場合における通知に不服がある場合、協

会の試験等苦情処理委員会に文書で申立することができる。

３ 協会は、第１項の照会等に対して誠実に対応する。

（事故発生報告等）

は、 について不具合、事故等が発生した場合、第１７条 認定取得者 特殊消防用設備等

当該 の種別、試験番号、数量、設置防火対象物及び不具合、事故等特殊消防用設備等

の内容を直ちに協会に報告するとともに、事故等報告書（別記様式第８号）を協会に

提出するものとする。

２ 前項の報告を行った認定取得者は、不具合、事故等に係る調査を行い、その結果を

文書により協会に提出するものとする。

３ 協会は、消防機関、消費者等から提供される製品に係る情報、事故報告（第１項の

報告を含む ）等に基づき、その原因を確認するために必要がある場合、当該製品に係。

る認定取得者に連絡のうえ、その製品の受検場所又は設置防火対象物に立ち入って調

査を行うものとする。

４ 協会は、前項の調査の結果、第２１条第６項又は第２２条第６項の措置を求めた場

合、当該認定取得者に連絡のうえ、協会のホームページ及び検定協会だよりに措置を
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求めた旨、措置の理由及び措置を行う特殊消防用機器等に関する情報を掲載すること

により、消防機関等に当該措置に係る情報の提供を行う。

５ 協会は、前項の規定によるほか、第１項の報告又は第３項の情報等の内容が重大か

つ緊急性を有すると認める場合、当該認定取得者に連絡のうえ、不具合、事故等の内

容、該当する製品及び応急の措置を消防機関等に情報提供することができる。

（申請等の委任）

第１８条 性能評価申請者は、性能評価の申請又はこの規程に定める届出を代理人に委任

する場合、あらかじめ、委任（変更委任）状（別記様式第９号）１部を協会に提出す

るものとする。

２ 性能評価申請者は、前項に定める委任（変更委任）状に記載している事項に変更を生

じた場合、遅滞なく、変更後の委任状１部を協会に提出するものとする。

３ 代理人が提出する申請書又は届出書には、性能評価申請者及び申請代理人のそれぞれ

の住所及び氏名（法人にあっては、名称、役職名及び氏名）を併記するものとする。

この場合における押印については、代理人のみのものとすることができる。

（細則）

第１９条 協会は、この規程に定めるもののほか、性能評価の業務の実施に関し必要な細

目について別に定めるものとする。

第５章 不正行為等に対する措置

（製品の確認試験時における不正行為に対する措置）

協会は、認定取得者が不正の手段により製品の確認試験（以下この条、第２第２０条

１条及び第２２条において「確認試験」という ）を受検していると認めた場合、直ち。

に確認試験を中止するとともに、当該不正に係る製品を確認試験に不適合したものと

して処理するものとする。

２ 前項の不適合として処理する対象は、同項の不正の手段により確認試験を受検した

製品と同一のロットのものすべてとする。

３ 協会は、第１項の不正の確認を行うために必要がある場合、当該不正に係る認定取

得者に対して資料の提出若しくは報告を求め、又は当該者に連絡のうえ、その事業所

等に立ち入って調査を行うものとする。

４ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験を中止した場合、同項の不正に係る認定取

得者に対し、次に掲げる事項に関する対策を講ずるよう求めることとし、当該者は、

これらの実施内容を書面で協会に提出するものとする。

(1) 不正に対する原因究明

(2) 前号を受けた再発防止対策の実施

(3) 品質管理体制の確立
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５ 協会は、前項の対策が十分であると認めるまでは、第１項の不正に係る認定取得者

に対して行うすべての確認試験を停止するものとする。

６ 協会は、第４項に規定する対策の実施状況を確認するために必要がある場合、第１

項の不正に係る認定取得者に連絡のうえ、その事業所等に立ち入って調査を行うもの

とする。

７ 協会は、第４項に掲げる事項に関する対策が十分であると認めた場合、第１項の不

正に係る認定取得者に対し、その旨を通知し、再度第１１条の規定に基づき手続きを

行うものとする。

（不正行為により製品の確認試験に適合したときの措置）

協会は、認定取得者が不正の手段により確認試験に適合したと認める場合、第２１条

当該不正に係る製品の確認試験の適合を取り消すとともに、当該認定取得者に対し、

当該製品の出荷、販売等の停止を求めるものとする。

２ 前項の確認試験の適合の取消しの対象は、同項の不正の手段により確認試験を受検

した製品と同一のロットで確認試験に適合したものすべてとする。

３ 協会は、第１項により適合を取り消した製品のうち、当該認定取得者が所有権を有

しているものについて、当該者に適合の表示を除去させ、又はこれに消印を付させる

ものとする。

４ 協会は、第１項の不正の確認を行うために必要がある場合、同項の不正に係る認定

取得者に対して資料の提出若しくは報告を求め、又は当該者に連絡のうえ、その事業

所等に立ち入って調査を行うものとする。

５ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消す場合、同項の不正に係る

認定取得者にその理由を付してこれを通知する。

６ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消した場合、同項の不正に係

る認定取得者に対し、適合を取り消した製品の回収、交換等必要な措置を求めること

とし、当該者はこれに従うものとする。

７ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消した場合、同項の不正に係

る認定取得者に対し、次に掲げる事項に関する対策を講ずるよう求めることとし、当

該者は、これらの内容を書面で協会に提出するものとする。

(1) 不正に対する原因究明

(2) 前号を受けた再発防止対策の実施

(3) 品質管理体制の確立

８ 協会は、前項の対策が十分であると認めるまでは、第１項の不正に係る認定取得者

に対して行うすべての確認試験を停止するものとする。

９ 協会は、第７項に規定する対策の実施状況を確認するために必要がある場合、第１

項の不正に係る認定取得者に連絡のうえ、その事業所等に立ち入って調査を行うもの

とする。

10 協会は、第７項に掲げる事項に関する対策が十分であると認めた場合、第１項の不

正に係る認定取得者に対し、その旨を通知し、再度第１１条の規定に基づき手続きを
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行うものとする。

（不良品流出時の措置）

協会は、確認試験に適合した製品のうち、不良品が市場に流出したと認める第２２条

場合、当該製品について確認試験の適合を取り消すものとする。

２ 前項の確認試験の取り消しの対象は、同項の不良品に係る同一の製品とする。

３ 協会は、第１項により適合を取り消した製品について、当該認定取得者が所有権を

有しているものについて、当該者に適合の表示を除去させ、又はこれに消印を付させ

るものとする。

４ 協会は、第１項の不良品の流出に係る原因を確認をするために必要がある場合、同

項の認定取得者に対して資料の提出若しくは報告を求め、又は当該者に連絡のうえ、

その事業所等に立ち入って調査を行うものとする。

５ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消す場合、同項の認定取得者

にその理由を付してこれを通知する。

６ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消した場合、同項の認定取得

者に対し、適合を取り消した製品の回収、交換等必要な措置を求めることとし、当該

者はこれに従うものとする。

７ 協会は、第１項の規定に基づき確認試験の適合を取り消した場合、同項の認定取得

者に対し、次に掲げる事項に関する対策を講ずるよう求めることとし、当該者は、こ

れらの実施内容を書面で協会に提出するものとする。

(1) 不良品の流出に係る原因究明

(2) 前号を受けた再発防止対策の実施

(3) 品質管理体制の確立

８ 協会は、前項の対策が十分であると認めるまでは、第１項の確認試験を停止するも

のとする。

９ 協会は、第７項に規定する対策の実施状況を確認するために必要がある場合、第１

項の認定取得者に連絡のうえ、その事業所等に立ち入って調査を行うものとする。

10 協会は、第７項に掲げる事項に関する対策が十分であると認めた場合、第１項の認

定取得者に対し、その旨を通知し、再度第１１条の規定に基づき手続きを行うものと

する。

（消防庁への報告）

協会は、第２０条第１項及び第２１条第１項の不正並びに前条第１項の事実第２３条

を確認した場合、速やかに消防庁に報告するものとする。

附 則 （平成２６年３月１９日）

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。

２ この規程の施行の際、現に申請している性能評価については、この規程に基づき申請
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された性能評価とみなす。

３ この規程の施行の際、現に通知された性能評価の結果については、この規程に基づき

通知されたものとみなす。
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附表（第１２条関係）

＜適合の表示＞
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（第５条関係）別記様式第１号

銀行　　　　　 　店御中　
※

円

円

円

※

※

振込金依頼書

又　　は
振 替 印

氏　　名

収 納 印

銀行　　　　　支店 

被振込先 日　本　消　防　検　定　協　会

住　　所

被振込銀行 

他 手

円

金　　額　

内

訳

現 金

当 手

（取扱店保存）

取扱銀行

領 収 印

主任印

検　印

記　帳

取扱者

収納表

振込

振　 込　 票 領　 収　 証

※ ※
※

※

※ ※

※ ※

※

 手数料内訳(該当文字を丸枠で囲むこと)

※

（1）手数料 円 　平成　　 年　　 月　　 日 受託評価 件

    (手数料の総計)

（2）消費税 円 店 受託試験 件

（3）合計 ((1)+(2)) 円 その他（　　　） 件

（振込人渡） （振込人渡）（依頼書添付の分）

取扱銀行 取扱銀行 取扱銀行

領 収 印 領収印 領収印

銀行

被振込先 日　本　消　防　検　定　協　会氏　　  名 氏　　  名

 取扱銀行名 上記金額正に受け取りました

被 振 込
　　　　　　　 銀行　　　　支店 住　 　 所 住　　  所銀　  行

被振込先 日 本 消 防 検 定 協 会
円

被振込先 日 本 消 防 検 定 協 会金　　額　

円 円

金　　額　 金　　額　

殿被 振 込
　　　　　銀行　　　　支店　

被 振 込
　　　　　銀行　　　　支店　

銀　　行 銀　　行

振込通知書（受託事業収入）

（指定銀行送付分）

日
本
消
防
検
定
協
会
は
、
別
に
領
収
証
を
発
行
致
し
ま
せ
ん
の
で
本
領
収
証
は
大
切
に
保
存

し
て
く
だ
さ
い
。 ( 注　意 )

(１)

　　さい。

(２)

(３)

(４)

　

　

指定銀 行名

普通

普通

普通

普通

普通

0064786

0300931

0370225

1227928

0120601

み ず ほ 銀 行

り そ な 銀 行

吉 祥寺 駅 前 支 店

吉 祥 寺 支 店

三 鷹 支 店

三 鷹 支 店

吉 祥 寺 支 店

三菱東 京UFJ銀行

三菱東 京UFJ銀行

三 井 住 友 銀 行

この用紙は、受託評価、受託試験等に利用してくだ

この 用紙を ご利用 になり 下記銀 行の本支 店 に て

※印 の箇所 にご記 入の上 振込金 を添えて 銀 行 へ

振込 みになれ ば振込手 数料は不 要です。

振込 者 は、 銀行窓 口で 領収証と 共に振 込票を必

この 振込票は 、日本消 防検定協 会への受 託評価 、

受託試験等 の依 頼書 に必 ず添 付してください。

差し 出し てく だ さ い。

ずお 受取 りく だ さ い。
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別記様式第２号（第６条関係）

性能検証試験依頼書

年 月 日

日本 消防 検定協会 殿

依頼者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

特殊消防用設備等性能評価業務規程第６条に基づき、下記について性能検証試

験を依頼します。

記

１．特殊消防用設備等の種別

２．試験内容

備考１ この用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ４とすること。

２ 代理人が当該依頼を行う場合にあっては、代理人の住所及び氏名（法人にあ

っては、その名称又は代表者氏名）を依頼者の下に併記すること。
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別記様式第３号（第１１条関係）

製品の確認試験依頼書

年 月 日

日本 消防 検定協会 殿

依頼者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

特殊消防用設備等性能評価業務規程第１１条に基づき、下記について性能検証

試験を依頼します。

記

１．特殊消防用設備等の種別

２．試験内容

備考１ この用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ４とすること。

２ 代理人が当該依頼を行う場合にあっては、代理人の住所及び氏名（法人にあ

っては、その名称又は代表者氏名）を依頼者の下に併記すること。
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別記様式第４号（第１３条関係）

取下届

年 月 日

日本消防検定協会 殿

申請者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

下記について取り下げたくお届けします。ついては、当該手数料 円は、

銀行 支店（普通預金・当座預金口座、口座番号

名義 ）に振込みにより還付してください。

記

１．区 分 性 能 評 価

２．申請書受付 年 月 日（第 号）

３．特殊消防用設備等の種別

４．設置防火対象物

＜住所＞

＜名称＞

５．取下げ理由

備考 この用紙の大きさは、 すること。ＪＩＳＡ４と
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別記様式第５号（第１４条関係）

氏名等（名称、代表者の氏名、住所）変更届出書

年 月 日

日本 消 防 検定協会 殿

申請者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

下記のとおり氏名（名称、代表者の氏名、住所）を変更したので届出ます。

記

旧

新

添付資料 部

備考１ この用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ４とすること。
２ 代理人が当該依頼を行う場合にあっては、代理人の住所及び氏名（法人にあ

っては、その名称又は代表者氏名）を依頼者の下に併記すること。
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別記様式第６号（第１５条関係）

過誤納金還付届

年 月 日

日本消防検定協会 殿

申請者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

下記の申請に伴い 年 月 日に 銀行 支店から振り

込みました手数料 円は、過誤納でしたので、過誤納金

円を 銀行 支店（普通預金・当座預金口座、口座番

号 名義 ）に振り込みにより還付してください。

記

１．区 分 性 能 評 価

２．申請書受付 年 月 日（第 号）

３．特殊消防用設備等の種別

４．設置防火対象物

＜住所＞

＜名称＞

備考１ この用紙の大きさは 。、ＪＩＳＡ４とすること

２ この様式は、協会に依頼を行った場合に用いること。
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別記様式第７号（第１５条関係）

過誤納金還付届

年 月 日

日本消防検定協会 殿

申請者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

年 月 日に 銀行 支店から別添の振込票のとお

り振り込みました 円は、過誤納でしたので、下記により還付

してください。

記

１．取引銀行 銀行 支店

２．口 座 普通預金・当座預金口座、口座番号 、名義

備考１ この用紙の大きさは、 こと。ＪＩＳＡ４とする
２ この様式は、協会に申請を行っていない場合に用いること。
３ 振込票を添付すること。
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別記様式第８号（第１７条関係）

事故等報告書

年 月 日

日本 消 防 検定協会 殿

申請者

住 所
法人にあっては、その

氏 名 印
名称及び代表者氏名

電話番号

下記事項について、不都合、事故等が発生しましたので、特殊消防用設備等性

能評価業務規程第１７条の規定に基づき報告します。

記

１．特殊消防用設備等の種別

２．設 置 防 火 対 象 物

＞＜住所

＜名称＞

３．事故等の概要（詳細は、別添のとおり）

備考１ この用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ４とすること。
２ 代理人が当該依頼を行う場合にあっては、代理人の住所及び氏名（法人に

あっては、その名称又は代表者氏名）を依頼者の下に併記すること。
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別記様式第９号（第１８条関係）

委任（変更委任）状

年 月 日

（住 所）

（氏 名）

（代表者氏名） 印

は、

（名 称）

（住 所）

（役職名）

（氏 名）

を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

１．依頼項目 （性能評価に係る申請、性能検証試験に係る依頼、

製品の確認試験に係る依頼）

変更理由２．

備考１ この用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ４とすること。

２ 該当する依頼項目を○で囲むこと。


